
































































































































 こうした中で、終戦の翌年である昭和 21（1946）年 には、造林補助事業が治山事業
や林道事業とともに 公共事業に組み入れられ、造林未済地の解消を主眼として積極的






昭和 55（1980）年に 39,600 円であった価格は、平成 25（2013）年には 11,500 円と約
1/2 まで下落している（『平成 27 年度 林業地区座談会 次第』 2015：③木材流通事業
の推進について）。森林の所有者である C さん（上町、男性、70 歳代）によれば、山林
を所有する住民の多くはこうした価格の下落は想定していなかったという。 
 こうした状況の中、昭和 40 年代に植林された針葉樹がじきに利用できる樹齢を迎え





















































































をピークに需要低迷に直面してきた山林資源であるが（『平成 21 年 森林・林業白書』
2009：第 1 章 9）、近年ではその価値が見直されつつあることも今回の調査により再認
識した。能登ヒバの精油のように、その地域の独自性の高い活用の転換は利益だけでは
なく、旧柳田村地域の山林の独自性を住民にも認識してもらう手段ともなるだろう。 
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6．おわりに 
 山林の活用は、農業と同様に常に自然との対峙に迫られる。季節や年度ごとに行う作
業の一つ一つが異なる状況であり、工業製品のように安定した配給というものが約束さ
れない資源を、これからどのように活用し次の世代に引き継いでいくだろうか。おそら
く、そこには経験値によって蓄積される知識が大きく必要とされるのではないだろうか。
私自身、次の世代としてどのように関わることができるか、大変興味深く思っている。
報告書内で触れたように、国策や林野庁の指針により、地域単位の取り組みの大枠が決
められていったことに加え、特に旧柳田村では人々の暮らしと密接に関わりあいながら
変化してきた山林の状況について、少しでも伝えることができれば幸いである。 
 今回の調査で最も印象に残ったのは、山林を所有する個人と森林組合との「信頼関係」
である。調査を行う上で、文献や過去の資料から推測される事実や変遷を追うことは重
要だが、「信頼関係」は印刷された文字からはその強さや程度を理解することは難しい。
聞き取り調査を行った住民の方々から語られる「信頼関係」は、その表情や口調、雰囲
気を通じてそれがどれほど重要なものであるかを伝えてくれた。調査に協力していただ
いた旧柳田村地域の皆さまと能登森林組合柳田支部の皆様に感謝を申し上げ、報告書と
したい。 
 
 
 
  
